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昭和45年頃の多摩川（東京）は、水面に洗剤の泡が浮かび、あたりに異臭を
放つなど河川環境は最悪の状態となった。 出典：国土交通省 京浜河川事務所

いい水辺が失われた時代



大量にゴミが投棄された河川
（神奈川県）

スカム

ゴミやスカム（浮きかす）が浮いていた
（東京都、埼玉県 綾瀬川／昭和５０年頃）
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いい水辺が失われた時代



効率的な治水整備により、三面張にされた河川。建物も河川から背を向けた。
（東京都 神田川） 3

いい水辺が失われた時代



高い堤防で街と分断された川（東京都 隅田川）
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いい水辺が失われた時代
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河川環境施策の変遷
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河川環境施策の変遷
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治水

明治２９年（１８９６年）

近代河川制度の誕生

平成９年（１９９７年）

治水・利水・環境の総合的
な河川制度の整備

治水 利水

環境

・河川環境の整備と保全
・地域の意見を反映した河川
・整備の計画制度の導入

治水 利水

昭和３９年（１９６４年）

治水・利水の体系的な制度
の整備
・水系一貫管理制度の導入
・利水関係規定の整備

＋

68年 33年

• 平成9年の河川法改正により、「河川環境の整備と保全」が内部目的化された。
• これにより、多様な生物の生息・生育環境やうるおいのある水辺空間の整備・
保全、地域の風土と文化を形成する個性豊かな川づくりが求められている。

河川法の改正
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河川環境施策の変遷



河川法第１条
この法律は、河川について、洪水、津波、高潮等による災害
の発生が防止され、河川が適正に利用され、流水の正常な機能
が維持され、及び河川環境の整備と保全がされるようにこれを
総合的に管理することにより、国土の保全と開発に寄与し、も
つて公共の安全を保持し、かつ、公共の福祉を増進することを
目的とする。

○「河川環境」とは、河川の自然環境及び河川と人との関わりにおける生活環境である。

○「河川環境の整備」とは、多自然型川づくり、自然再生事業等により積極的に良好な
河川環境を形成することである。

○「河川環境の保全」とは、水質の維持、優れた自然環境や景観を有する区域の保全、
河川工事等による環境に与える影響を最小限度に抑えるための代償措置等により
良好な河川環境の状況を維持することである。

出典：「逐条解説 河川法解説」河川法研究会編著、大成出版社

河川法の改正（平成9年）
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河川環境施策の変遷

最終改正：平成27年5月20日法律第22号



河川法施行令１０条（河川整備基本方針及び河川整備計画の作成の準則）
河川整備基本方針及び河川整備計画は、次に定めるところにより作成しなければならない。
一 洪水、津波、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項については、過去の主要な洪水、
津波、高潮等及びこれらによる災害の発生の状況並びに災害の発生を防止すべき地域の気象、地形、地
質、開発の状況等を総合的に考慮すること。
二 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事項については、流水の占用、舟運、漁業、
観光、流水の清潔の保持、塩害の防止、河口の閉塞の防止、河川管理施設の保護、地下水位の維持等を
総合的に考慮すること。
三 河川環境の整備と保全に関する事項については、流水の清潔の保持、景観、動植物の生息地又は生
育地の状況、人と河川との豊かな触れ合いの確保等を総合的に考慮すること。

河川整備基本方針、河川整備計画（平成9年～）
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河川環境施策の変遷

河川法改正により、地域の意見を反映した河川整備の計画制度が導入
河
川
工
事
、
河
川
の
維
持

内容 ⇒ 河川整備の目標
河川工事、河川の維持の内容

原 案

河川整備計画の
決定・公表

学識経験者

意見 公聴会の開催等に
よる住民意見の反映

地方公共団体の長

意見

意見

河川整備計画の
案の決定

内容 ⇒ 基本方針
基本高水、計画高水流量等

河
川
整
備
基
本
方
針
（
河
川
法
第
16
条
）

河川整備基本方針
の案の作成

河川整備基本方針
の決定・公表

意見

河
川
整
備
計
画
（
河
川
法
第
16
条
の
2
）

社会資本整備
審議会（一級河川）
都道府県河川
審議会※（二級河川）

◎長期的な最終目標を定めるもの ◎中期的（20～30年間程度）な整備内容を定めるもの

※都道府県河川審議会
がある場合
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多自然型川づくりレビュー（H18）



多自然型川づくりの経緯
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年度 河川環境施策の推進に関連する主な動き
平成 ２ 「多自然型川づくり」の取組み開始

「河川水辺の国勢調査」の開始
平成 ３ 「魚がのぼりやすい川づくり推進モデル事業」の開始
平成 ７ 「今後の河川環境のあり方について」（河川審議会答申）

「河川生態学術研究会」の発足
「応用生態研究会（現在の応用生態工学会）」の発足

平成 ９ 河川法改正（「河川環境の整備と保全」を法的に位置づけ）
平成１０ 「美しい山河を守る災害復旧基本方針」の通達
平成１７ 「多自然型川づくり」レビュー委員会の設置

「多自然型川づくり」アドバイザー制度の創設
平成１８ 「多自然型川づくり」レビュー委員会からの提言

「多自然川づくり基本指針」の通達

多自然川づくり基本指針（～H18）までの取組み
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多自然川づくり基本指針以降（H18～）の取組み
年度 取組み
平成１８ 「全国多自然川づくり会議」の開催 ※開始は平成4年度から

「多自然川づくりポイントブック」の発刊
平成１９ 「中小河川に関する河道計画の技術基準について」の通達

「多自然川づくりサポートセンター」の活動開始
平成２０ 「多自然川づくりポイントブックⅡ」の発刊
平成２２ 「中小河川に関する河道計画の技術基準について」の改訂
平成２３ 「多自然川づくりポイントブックⅢ」の発刊
平成２５ 「美しい山河を守る災害復旧基本方針」の改訂
平成２６ 「中小河川における環境に配慮した維持管理の考え方（案）」の通知

多自然型川づくりの経緯
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「まちづくりと水辺空間整備に関する世論調査
（内閣府広報室、昭和63年6月）」

河川や海岸の改修・整備は、
洪水などによる災害の防止に配慮して行えば充分である

24.7%

河川や海岸の改修・整備は、
そのために要する費用が増えたとしても、
水辺の美しさ・潤いといったことにも配慮して行うべきである

62.3%

どちらとも言えない 7.5%
わからない 5.5%

Q 河川や海岸の改修や整備について、
次のうちあなたのお考えに近いものはどちらですか。

多自然型川づくりの経緯
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平成2年11月 「多自然型川づくり実施要領」
・ 全国で約600か所の直轄河川、補助河川において、パイロット工事が展開
・ 石や樹木等の自然素材や空隙のあるコンクリートブロックの採用
・ 主に水際域の保全や復元を図るための部分的な工法が中心

標準断面を採用し、
左右岸の護岸に植生
を促すよう工夫した
施工例

単にコンクリートの箱
の中の閉じたスペース
に土があるのではなく、
背後の地盤との連続性
を確保し、背後地から
の水分供給を上手に取
り込むよう工夫

護岸構造の工夫はある
が、トータルデザイン
が極めて単調

瀬や淵、河畔林など河
川空間を構成する要素
全体への配慮、さらに
大きく流域全体を視野
に入れた川づくりへ向
けて、次なる展開

多自然型川づくりの経緯
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自然石を使ったものの、水際を固めた
ため空隙がなく生物の生息・生育環境
を悪化させてしまった。

河川特性を把握せずに、人為的に川
を蛇行させたため、瀬・淵が形成さ
れていない。

魚巣ブロックをとりつけたが、前面
に州がついてしまい、魚巣ブロック
が機能していない。

単調な断面で施工されてしまった。

多自然型川づくりの経緯
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多自然型川づくりレビュー

「多自然型川づくり」レビュー委員会（H17.9～H18.5）
多自然型川づくりが始まって１５年経過した現在、このような「多自然型川づくり」
の現状を検証し、新たな知見を踏まえた「今後の多自然型川づくり」の方向性につい
て提言いただくため「多自然型川づくり」レビュー委員会を設立
◆委員
山岸 哲（委員長） 財団法人山階鳥類研究所所長
角野 康郎 神戸大学教授
岸 由二 慶応義塾大学経済学部教授
島谷 幸宏 九州大学大学院工学研究院環境都市部門教授
谷田 一三 大阪府立大学大学院理学系研究科教授
辻本 哲郎 名古屋大学大学院工学研究科教授
中村 太士 北海道大学大学院農学研究科教授
森 誠一 岐阜経済大学コミュニティ福祉政策学科教授
森下 郁子 社団法人淡水生物研究所所長

「多自然型川づくり」レビュー委員会提言

「多自然川づくりへの展開
～これからの川づくりの目指すべき方向性と推進のための施策～」

4回の審議
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これからの多自然川づくり

視点の広がり
個別箇所での配慮から、
流域全体の視点を持った
取組みへの広がり

多自然型川づくりの進化

実施対象の広がり
特別の箇所におけるモデ
ル事業から、すべての川
づくりへの広がり

多自然川づくりは全ての川づくりの基本
＝多自然型以外の「型」の川づくりはない

多自然型川づくりから多自然川づくりへの展開
① 個別箇所の多自然から、河川全体の自然の営みを視野に入れた多自
然へ

② 地域の暮らしや歴史・文化と結びついた川づくりへ
③ 河川管理全般を視野に入れた多自然川づくりへ

出典：多自然型川づくりレビュー委員会（平成18年5月）「多自然川づくりへの展開 これからの川づくりの目指すべき方向性と推進のための施策」

「多自然型川づくり」レビュー委員会提言（H18.5）

多自然型川づくりレビュー
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（１）課題の残る川づくりを解消するための施策
①多自然川づくりの
既往の知見のとりまとめ

既往の設計技術、学術的研究、市民参加の実践等を通じて得られた知見を中
心にとりまとめたわかりやすい資料集を作成する。

②多自然川づくりの
技術的支援の実施

とりまとめられた資料集を活用して研修を行う等、既往の知見や技術が十分
に活用できるよう現場の技術者への普及を図る。
平成17年度に創設した「激特事業及び災害助成事業等における多自然型川づ
くりアドバイザー制度」の充実を図るとともに、災害復旧以外の川づくりに
おいても広くアドバイザー制度を活用できるよう拡充を行う。
さらに、これらの技術的支援が総合的かつ効率的に実施される仕組みを構築
する。

③多自然川づくりの
評価体制の構築

河川行政に携わる現場担当者がそれぞれの現場の情報や経験を共有し、多自
然川づくりについて意見を交換し、研鑽を積むための仕組みを構築する。ま
た、学識者や市民等が参加し、多自然川づくりを検討する仕組みを構築する。
多自然川づくりの優良な事例については広く関係者や市民等に普及する。

④多自然川づくりの
実施体制の見直し

計画、設計、施工、維持管理の各段階において、多自然川づくりの方針を決
定し、また共有する仕組みを構築するとともに、順応的管理の実施に向けて
事前・事後調査等の実施体制をととのえる。

⑤市民の積極的な参画や
多様な連携の仕組みの構築

市民と行政との交流を促進するシンポジウムやワークショップ等を開き、河
川環境に関する評価や情報の交換等の関係者間の連携を深めるとともに、川
づくりの計画、設計、施工、維持管理の各段階に市民が積極的に参画できる
ような仕組みを構築する。

出典：多自然型川づくりレビュー委員会（平成18年5月）「多自然川づくりへの展開 これからの川づくりの目指すべき方向性と推進のための施策」

「多自然型川づくり」レビュー委員会提言（H18.5）
今後の多自然川づくり推進のための具体的施策

多自然型川づくりレビュー
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⑥多自然川づくりの普及 シンポジウムやワークショップ等を通じて、多自然川づくりを市民により広
く周知し、理解を得るための活動を実施する。

⑦多自然川づくりを
推進するための人材育成

多自然川づくりの現場における行政、建設コンサルタント、建設業に従事す
る技術者等を対象とした研修制度の導入を図り、人材育成を計画的に実施す
る。また、業務の中において、多自然川づくりの技術向上を図るOJTの仕組み
を構築する。

出典：多自然型川づくりレビュー委員会（平成18年5月）「多自然川づくりへの展開 これからの川づくりの目指すべき方向性と推進のための施策」

（２）川づくり全体の水準を向上させるための施策
⑧多自然川づくりの
計画・設計技術の向上

多自然川づくりのための河道の平面・横断・縦断計画の立案手法を確立すると
ともに、流域とのつながりや河道内樹木を考慮した河道計画等、自然環境の向
上を目指した河川計画の策定手法を確立する。
また、水際の適切な河岸工法に関する技術開発や構造物のデザイン手法の確立
等、設計技術の向上を図る。

⑨多自然川づくりの
河川管理技術の向上

河道内樹木等の管理方法や外来種対策、流量管理の方策等、河川管理技術の体
系化を図る。

⑩河川環境のモニタリング手
法と川づくりの目標設定手
法の確立

河川水辺の国勢調査等河川環境の現状評価に関する調査・検討を継続・充実さ
せるとともに、多自然川づくり推進のためのモニタリング手法を確立する。さ
らに、現状評価を踏まえ、適切な川づくりを行うための目標設定手法を確立す
る。

⑪改変に対する
環境の応答の科学的な解明

河道や流域の改変に対する河川環境の応答に関する研究を継続、発展させると
ともに、モデル河川でのケーススタディによる検討を通して解明に努める。

「多自然型川づくり」レビュー委員会提言（H18.5）
今後の多自然川づくり推進のための具体的施策

多自然型川づくりレビュー
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（３）多自然川づくり推進のために
本提言の内容を確実に具体化していくため、今後は、河川工学、生態学等の専門家等と継続的に議論を行い、

計画的に具体的施策を進めていくことが望まれる。
水系ごと・河川ごとにその環境を十分に理解したうえで、その川にふさわしい多自然川づくりのビジョンを

策定し多自然川づくりを進める。
また、河川整備基本方針や河川整備計画の策定や改定にあたっては、ビジョンを十分反映させ、治水・利
水・環境が調和した具体的な計画を立案する。
さらに、多自然川づくりのさまざまな課題解決のために、具体的な河川で模範となる取組みを集中的に実施
し、全国に多自然川づくりを普及・推進させることが望ましい。
また、今後の川づくりをどのようにしていくのか、具体的・量的な目標を定める等、戦略的に進めていくこ
とを提言するものである。

出典：多自然型川づくりレビュー委員会（平成18年5月）「多自然川づくりへの展開 これからの川づくりの目指すべき方向性と推進のための施策」

今後の多自然川づくり推進のための具体的施策
「多自然型川づくり」レビュー委員会提言（H18.5）

多自然型川づくりレビュー
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多自然川づくりへの展開

「多自然川づくり」とは、河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴
史・文化との調和にも配慮し、河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及
び多様な河川景観を保全・創出するために、河川管理を行うことをいう。

１．多自然川づくりの定義

「多自然川づくり」はすべての川づくりの基本であり、すべての一級河川、二級河
川及び準用河川における調査、計画、設計、施工、維持管理等の河川管理におけるす
べての行為が対象となる。

２．適用範囲

侵食・堆積・運搬といった
河川全体の自然の営みを視野に入れる

地域の暮らしや歴史・文化との
調和にも配慮

多自然川づくり基本指針(H18.10)



22

多自然川づくり基本指針(H18.10)

3．実施の基本
(１) 川づくりにあたっては、単に自然のものや自然に近いものを多く寄せ集めるので
はなく、可能な限り自然の特性やメカニズムを活用すること。

(２) 関係者間で４に示す留意すべき事項を確認すること。
(３) 川づくり全体の水準の向上のため、以下の方向性で取り組むこと。
ア河川全体の自然の営みを視野に入れた川づくりとすること。
イ生物の生息・生育・繁殖環境を保全・創出することはもちろんのこと、地域
の暮らしや歴史・文化と結びついた川づくりとすること。

ウ調査、計画、設計、施工、維持管理等の河川管理全般を視野に入れた川づく
りとすること。

多自然川づくりへの展開
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4．留意すべき事項
その川の川らしさを自然環境、景観、歴史・文化等の観点から把握し、その川らしさ
ができる限り保全・創出されるよう努め、事前・事後調査及び順応的管理を十分に実施
すること。
また、課題の残る川づくりを解消するために、配慮しなければならない共通の留意点
を以下に示す。

(１)平面計画については、その河川が本来有している多様性に富んだ自然環境を保全・
創出することを基本として定め、過度の整正又はショートカットを避けること。

(２) 縦断計画については、その河川が本来有している多様性に富んだ自然環境を保全・
創出することを基本として定め、掘削等による河床材料や縦断形の変化や床止め等
の横断工作物の採用は極力避けること。

(３) 横断計画については、河川が有している自然の復元力を活用するため、標準横断形
による上下流一律の画一的形状での整備は避け、川幅をできるだけ広く確保するよ
う努めること

(４) 護岸については、水理特性、背後地の地形・地質、土地利用などを十分踏まえた上
で、必要最小限の設置区間とし、生物の生息・生育・繁殖環境と多様な河川景観の
保全・創出に配慮した適切な工法とすること。

多自然川づくり基本指針(H18.10)

多自然川づくりへの展開
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4．留意すべき事項
(５)本川と支川又は水路との合流部分については、水面や河床の連続性を確保するよう
努めること。落差工を設置せざるを得ない場合には、水生生物の自由な移動を確保
するための工夫を行うこと。

(６)河川管理用通路の設置については、山付き部や河畔林が連続する区間等の良好な自
然環境を保全するとともに、川との横断方向の連続性が保全されるよう、
平面計画に柔軟性を持たせる等の工夫を行うこと。

(７)堰・水門・樋門等の人工構造物の設置については、
地域の歴史・文化、周辺景観との調和に配慮した配置・設計を行うこと。

(８)瀬と淵、ワンド、河畔林等の現存する良好な環境資源をできるだけ保全すること。

多自然川づくり基本指針(H18.10)

多自然川づくりへの展開
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多自然川づくりの取組み状況
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今後の多自然川づくり推進のための具体的施策

（１）課題の残る川づくりを解消するための施策

〇多自然川づくりの既往の知見のとりまとめ

〇多自然川づくりの技術的支援の実施

〇多自然川づくりの評価体制の構築

〇多自然川づくりの実施体制の見直し

〇市民の積極的な参画や
多様な連携の仕組みの構築
〇多自然川づくりの普及

〇多自然川づくりを推進するための人材育成

①ポイントブック （H19.3）
①ポイントブックⅡ （H20.8）
①ポイントブックⅢ （H23.10）

②全国多自然川づくり会議 （H4）

③多自然川づくりアドバイザー制度
（H17.10）

④多自然川づくりサポートセンター
（H20.2）

⑤河川整備計画等における環境への
配慮の取り組み （H14.10）

■取組み内容

⑥河川協力団体制度 （H25.6）

「多自然型川づくり」レビュー委員会提言

取組み状況



〇多自然川づくりの計画・設計技術の向上

〇多自然川づくりの河川管理技術の向上

〇河川環境のモニタリング手法と
川づくりの目標設定手法の確立

〇改変に対する環境の応答の科学的な解明

⑨グリーンインフラの一環としての
多自然川づくりの推進 （H27.8）

⑫河川における外来種対策マニュアル・事例集
（H25.12等）

⑬魚がのぼりやすい川づくりの手引き （H17.3）

⑭河川環境データベース （H14）

⑮河川生態ナレッジデータベース （H24.10）

⑯河川生態学術研究会 （H7）

⑤河川整備計画等における環境への配慮の取り組み

⑧「美しい山河を守る災害復旧基本方針」
（ガイドライン）の改訂 （H26.3）

⑦中小河川に関する河道計画の技術基準
（H20.3、H22.8改訂）

⑪中小河川における環境に配慮した維持管理
の考え方（案） （H27.3通知、H28.3改訂）

（２）川づくり全体の水準を向上させるための施策

（３）⑫多自然川づくり推進のために

■取組み内容

27

取組み状況

⑩河川環境管理基本計画の策定 （S58.6）
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関連施策の取組み状況
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多自然川づくりポイントブック

取組み①：多自然川づくりポイントブックの発刊 H19.3

多自然川づくりのポイント
ポイント１ 川の働きによって形成される複雑な地形を保全・回復する
ポイント２ 川の働きを許容する空間を確保する
ポイント３ 川の連続性を保全回復する
ポイント４ 河川風景を豊かにする

多自然川づくりの留意点
留意点（１） 河道を過度に整正したり画一的な断面にしない
留意点（２） 瀬と淵を保全する
留意点（３） 良好な河畔林を保全する
留意点（４） 中小河川では河床幅をできるだけ広く確保する
留意点（５） 水際植生を保全回復する
留意点（６） 低水路を固定しない
留意点（７） 床止め等の横断工作物は極力設置しない

「多自然川づくり基本指針」（H18.10）の解説書
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多自然川づくりポイントブックⅡ

対象とする河川
• 流域面積が概ね200ｋ㎡未満で、河川の重要度がＣ級以下の中小河川
• 主に都道府県あるいは市町村の管理する一級河川の指定区間、二級河川
及び準用河川を想定

対象とする河道条件
• 川幅が比較的狭く単断面の中小河川を対象
• 概ねセグメントM～セグメント２の区間
（河口や本川合流点近くの背水の影響がある区間は除く）

川づくりのポイント
• 法線は現況流路を基本とする。
• 流速の増加を避ける。 －拡幅を基本とする－
• 掘削する場合は６０ｃｍまでで、スライドダウンを基本
• 片岸拡幅を基本とする。
• 拡幅する際には「みお筋」を意識する。
• 河床幅を確保する。

取組み①：多自然川づくりポイントブックⅡの発刊 H20.8

「中小河川に関する河道計画の技術基準」（H20.3）の解説書
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多自然川づくりポイントブックⅢ

対象とする河川
• 流域面積が概ね200ｋ㎡未満で、河川の重要度がＣ級以下の中小河川
• 主に都道府県あるいは市町村の管理する一級河川の指定区間、二級河川
及び準用河川を想定

対象とする河道条件
• 川幅が比較的狭く単断面の中小河川を対象
• 概ねセグメントM～セグメント２の区間
（河口や本川合流点近くの背水の影響がある区間は除く）

川づくりのポイント
• 法線は現況流路を基本とする。
• 流速の増加を避ける。 －拡幅を基本とする－
• 掘削する場合は６０ｃｍまでで、スライドダウンを基本
• 片岸拡幅を基本とする。
• 拡幅する際には「みお筋」を意識する。
• 河床幅を確保する。
• 河岸・水際部の計画・設計フロー
• 不必要な護岸は設置しない(つくらない)
• 護岸は立てて控え、河岸と護岸を分ける（みせない）
• 護岸の露出時には環境機能を確保する（目立たせない）

取組み①：多自然川づくりポイントブックⅢの発刊 H23.10

「中小河川に関する河道計画の技術基準」（H22.8改訂）の解説書

ポイントブックⅡからの
追加事項
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（取組み事例）“河道法線は現況を基本とする”川づくり

常呂川水系隈川、北海道

‒隈川の当初計画では淵を埋め立てる予定でしたが、淵には多くの魚類が生息していたこ
とから、河道法線は現況のままとし淵を保全しました。
その際、淵の形成を阻害しないように護岸は急勾配としました。
その結果、淵は保全され、多くの魚類の生息や産卵が確認されました。

瀬・淵の保全

埋立て

当初計画

見直し計画

当初、埋立て跡地は、
移植・河畔林創出の
スペースとして利用
予定

良好な淵

計画低水路

現況河道

直立タイプの
護岸

▲改修4ヵ月後（平成26年7月）

平瀬

淵

魚類産卵可能地
(サケ・カラフトマス・
ウグイ・ニジマス等)

早瀬

早瀬

礫洲

当初計画の
低水路左岸ライン

ウグイ産着卵
(平成26年5月)

くま がわ
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肱川水系郷之谷川、愛媛県

‒河道を直線化した郷之谷川では、澪筋が固定化し、瀬淵構造が消失し、
川の流れに変化が見られず、単調な川となっていました。
それらを改善するために、分散型落差工を設置しました。
その結果、水深や流速、河床材料に多様性が見られ、自然な水際も形成されました。

流速
大

流速
小

粒径
小

粒径
大

最浅部
5cm程度

最深部
40cm程度

分散型落差工

自然な水際の
形成

瀬・淵の形成

河床材が多様化

▲改修前（H24.1）

▲改修1年半後（H25.8）

～分散型落差工～ 分散型落差工
 渓流で見られる天然段差（ステップ・プール構造）を
模したもの
平面図

横断図
力石

敷石 ウロコ石

▽造成計画河床高

力石 ウロコ石

敷石
力石

力石

分散型落差工の下流

ごう の たに

（取組み事例）“河岸・水際部にできる限り自然な変化をもたせた”川づくり
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（取組み事例）“護岸は最小限に設置する”川づくり

低水護岸を撤去しても
問題ないと判断した理由
●堤防防護ラインを満足している
●水衝部ではないため、
洗掘の可能性は低い

‒遠賀川では、高水敷と水際が低水護岸により遮断されていたため、近づきにくい水辺と
なっていましたが、低水護岸を撤去し、水辺に近づきやすくしました。
その結果、親水性の高い水辺空間となり、チューリップフェア等の各種イベントやオー
トキャンプ場、カヌー教室など、水辺の体験学習等で活用されています。

▲改修前（H16年頃）
水辺に近づきにくい

▲改修直後（H18.6頃） 水辺に近づきやすくなった

おん が

遠賀川水系遠賀川、九州地方整備局
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全国多自然川づくり会議
全国多自然川づくり会議は、多自然川づくりに対する知見の蓄積や意識の向上を目的
として、平成15年頃からは国・都道府県・政令都市の職員を対象とした会議を毎年開
催しています。会議では、国・自治体の取り組み事例が発表され、
これまでに延べ約390＊事例の取り組みが発表されています。

出典：国土交通省「多自然川づくり-最近の取組事例」http://www.mlit.go.jp/river/kankyo/main/kankyou/tashizen/03.htmlなどを参考に作成.

実施概要
地方ブロック会議
各地方ブロックにおいて、国・自治体の事例発表
（各地方ブロックで代表３事例程度を選出）

全国多自然川づくり会議
○分科会

4つのテーマ毎に分科会を設け計28事例の発表
○全体発表
各分科会から選出された計8事例の発表
○説明会、基調講演
有識者による説明会、基調講演

全体発表の様子

説明会の様子

取組み②：全国多自然川づくり会議の開催 H4

* H15～H28の14年間において、毎年28事例の取り組みが発表されたとして、算出した。
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「激特事業及び災害助成事業等における多自然川づくりアドバイザー制度」は、激特事業
及び災害助成事業等において、多自然川づくりに関して広範な知識を有するアドバイザー
を選定し、事業者の要請に対して助言を行うことにより、「多自然川づくり」のより一層
効果的・効率的な推進を図ることを目的としています。
平成17年度から平成28年度において82河川で対応しています。

（一級河川雫石川河
川等災害関連事業、
H25）
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※H28は、H28.11.4時点

主な指摘事項
• 河畔林への影響に対する、右岸護岸工及び
管理用道路計画の再検討⇒次ページで事例
紹介

• 左岸護岸計画に対する、現地巨石等を用い
た河岸部処理の検討

• 現地巨石等を用いた河岸部処理及び残地を
活用した親水機能の確保

アドバイザー派遣の流れ

対応河川数

アドバイザー技術指導状況

出典：国土交通省資料より作成
平成26年度 全国多自然川づくり会議 発表資料より作成

国立研究開発法人

取組み③：多自然川づくりアドバイザー制度の運用 H17.10
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（取組み事例）アドバイザー制度を適用した川づくり

‒平成25年に洪水被害を受けた雫石川の災害復旧では、護岸法線や管理用通路を見直しし
ても、河畔林を完全回避することが困難であったことから、河岸に鋳鉄製カゴ積工※を採
用し、河畔林を保全しました。

鋳鉄製カゴ積工を用いて河畔林を保全

他河川での施工事例 当該河川での施工の様子

改修前（H26.7）

保全対象の河畔林

被災前には河岸
沿いに河畔林が
繁茂していたが、
洪水により大半
が流出。被災後
は約３０ｍ程度
のみ残存。

この区間の管理用道路は、
町道と兼用。改修直後（H27.6）

※「鋳鉄製カゴ積工」は、「カゴマット多段積工」
の中の一つになります。
下記の特徴があります。
１．カゴの大きさに自由度があるため、
樹木の形状にあわせて組立ることが可能

２．耐久性が向上
３．岩手県にて生産できるため、

地場産業の発展に寄与

鋳鉄製カゴ積工

しずくいし

北上川水系雫石川、岩手県
指摘事項：河畔林への影響に対する、右岸護岸工及び管理用道路計画の再検討
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（取組み事例）アドバイザー制度を適用した川づくり

‒平成17年の洪水被害を受けた山附川では、河岸が侵食され、川幅が広がっている場所が
多く発生しました。護岸整備によって横方向への侵食ができなくなると、洪水のエネル
ギーは下方へ向かい、縦侵食による河床低下につながりかねないことから、河岸が侵食
されて広がった川幅に合わせた改修を行いました。

やまつき
指摘事項：画一的断面による改修をさけ、河道地形や特性に合わせた河川改修を行う

五ヶ瀬川水系山附川、宮崎県

被災直後

川幅が広がっている（横侵食）

標準断面による画一的整備ではなく、
河道地形や特性、被災形態をふまえた河道計画とした

改修後
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現場に対する技術的な支援、市民との連携の強化、川づくりに関する相談窓口、情報共有
などを目的として、平成20年2月、（公財）リバーフロント研究所に「多自然川づくりサ
ポートセンター（以下、サポートセンター）」を設置しました。
設置以降、平成27年度末までに217件の活動を実施しています。
サポートセンターの目的
(1)技術資料の作成・公表
(2)技術の普及・人材育成
(3)河川整備の現場からの問い合わせ対応
(4)川づくりのプロセスに関するサポート
サポートセンターの活動件数
平成27年度までに217件の活動を実施

サポートセンターの活動内容
自治体や市民団体等が主催する勉強会への講師派遣、
多自然川づくりミニシンポジウムの開催、
市民団体から環境に配慮した河道掘削方法に関する相談など

出典：「多自然川づくりサポートセンターについて」,『RIVER FRONT』2016/Vol.83, p.33, （公財）リバーフロント研究所.

取組み④：多自然川づくりサポートセンターの設置 H20.2
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取組み⑤：河川整備計画等における環境への配慮の取り組み

河川整備基本方針や河川整備計画の策定にあたっては、治水・利水・環境が調和した
具体的な計画を立案するために、治水課、河川環境課、河川計画課、保全課、国土技術政
策総合研究所や土木研究所の担当者（各回総勢30名程度）が集まり、河道管理への考え方
や河川環境への配慮事項について議論を実施しています。

【主な議論内容】
①河川改修に伴う貴重種等の生息・生育・繁殖の場への影響の確認と回避・軽減
②「多自然川づくり基本指針」に則った河道計画となっているかに関する確認・指導

出典：東北地方整備局「河道技術会議説明資料-雄物川水系河川整備計画(案)」（平成25年8月29日）

河川環境への配慮事項（雄物川の例）

＜施工時における河川環境への配慮＞

H14.10

＜環境配慮断面設定の考え方（イメージ）＞

この図には重要種の位置情報が含まれるため、
生物保全の観点から公表資料では表示していません。
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取組み⑥：河川協力団体制度の創設

◆河川協力団体制度とは、河川管理者
と自発的に河川の維持、河川環境の
保全等に関する活動を行うNPO等
とがパートナーシップを結ぶもので
す。

◆河川協力団体により、河川管理者の
みではできない、地域の実情に応じ
た河川管理の充実が図られます。

①河川管理者に協力して行う河川工事又は河川の維持 ②河川の管理に関する情報又は資料の収集及び提供

③河川の管理に関する調査研究 ④河川の管理に関する知識の普及及び啓発
河川敷清掃 ビオトープの整備 船による監視 シンポジウムの開催

外来種調査 鳥類調査 マイ防災マップづくり 安全利用講習
⑤上記に附帯する活動

河
川
管
理
者

法人又
は団体
（NPO
等）

申請

指定
自主的活動

パートナーシップの構築

指定団体
国指定 226団体

都道府県指定 4団体
計 230団体

河川協力団体の指定状況
（H28.9時点）

H25.6
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（取組み事例）河川協力団体の取組み

■ＮＰＯ法人 ひた水環境ネットワークセンター（筑後川水系庄手川：大分県）
活動内容：
地域住民の参画を得た河川維持活動の実施により、現状の河川環境の改善と併せて河川愛護の啓発を図ること

を目的としています。
筑後川水系庄手川に繁茂する外来水草（オオカナダモ）について、河川協力団体の協力を得て、市民等のボラ

ンティアを募集し、地域と協働した除去作業を企画・運営しています。
参加者：
地元自治会（11自治会）、地元小学校、青年会議所、日田温泉旅館組合、日田漁協、行政、企業等の計80名が

参加しました。

※水草は廃掃法上、一般廃棄物
となるので、陸に揚げたあとの
運搬処分は、行政で担当してい
ます。
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取組み⑦：中小河川に関する河道計画の技術基準

出典：国土交通省 水管理・国土保全局 「中小河川に関する河道計画の技術基準 参考１：H22.8に追加された主な部分」（平成22年8月9日）

H20.3､H22.8改訂

多自然川づくり基本指針（平成18年10月）
平成2年に定めた「多自然型川づくり実施要領」を廃止し、多自然川づくりの

新たな展開を図るべく「多自然川づくり基本指針」を定める。

平成2年に開始された多自然型川づくりにおいて、特に中小河川を中心として
課題の残る川づくりの改善が指摘されたこと等に対応して、「基本指針」を作成

中小河川に関する河道計画の技術基準（平成20年3月）
中小河川の河道計画作成に当たっての基本的な考え方及び
留意事項をとりまとめ

河道計画の考え方は『国土交通省河川局河川砂防技術基準（計画編）』に
定められているものの、中小河川の河道計画の具体的な手法等は不明確

残る課題への対応
中小河川での河岸・護岸・水際部の設計・計画に関する技術基準
→「中小河川に関する河道計画の技術基準」の改訂（平成22年8月）
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取組み⑧：「美しい山河を守る災害復旧基本方針」（ガイドライン）の改訂

経緯
・平成9年：「河川法」において河川環境の整備と保全を目的化
・平成10年：河川環境の保全に配慮した災害復旧を行うため、

「美しい山河を守る災害復旧基本方針」【ガイドライン】を策定
・平成18年：中小河川の原形復旧を対象に、本基本方針を使い易い構成に改定
・平成22年：中小河川を対象に、多自然川づくりの基本的な留意事項や設計方法を示した

「中小河川に関する河道計画の技術基準」が改訂
・平成23年：同技術基準の解説書である「多自然川づくりポイントブックⅢ」を作成

改定の背景
・被災を受けた自然護岸などの約7割がコンクリートブロック護岸で復旧されている一方で、
必ずしも河川が本来有している環境や景観に着目した復旧となっていない。

・そのため、現行の基本方針改定以降にまとめられた「多自然川づくり」に関する知見を災害復旧にも
取り入れるべく、本基本方針を改訂。

・復旧工法を選定する際の配慮事項を明確にし、設計の考え方が確実に現場へ反映できるプロセスを
導入したことで、災害復旧事業における多自然川づくりの徹底を目指す。

改定のポイント
・多自然川づくりに関する最新の知見【留意事項】を反映
【留意事項例】

[1]水際部への配慮
[2]重要な環境要素への配慮
[3]護岸における景観への配慮
[4]環境上重要な区間・箇所では特別に配慮

・設計の考え方が確実に現場へ反映できるプロセスを導入
→『災害復旧事業における多自然川づくりを徹底』

出典：国土交通省 水管理・国土保全局 防災課「「美しい山河を守る災害復旧基本方針」【ガイドライン】の改定について（お知らせ)」

＜護岸における景観への配慮の具体例＞

H26.3
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国土形成計画（全国計画）（平成27年8月14日閣議決定）

グリーンインフラとは、社会資本整備、土地利用等のハード・ソフト両面において、
自然環境が有する多様な機能（生物の生息・生育の場の提供、良好な景観形成、気温
上昇の抑制等）を活用し、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを進めるもの。

取組み⑨：グリーンインフラの一環としての多自然川づくりの推進

グリーンインフラの一環としての多自然川づくりの推進

第８章環境保全及び景観形成に関する基本的な施策
第１節生物多様性の確保及び自然環境の保全・再生・活用
（１）グリーンインフラの取組の推進等の自然環境の保全・再生・活用
（グリーンインフラの取組の推進）

本格的な人口減少社会において、豊かさを実感でき、持続可能で魅力ある国土づく
り、地域づくりを進めていくために、社会資本整備や土地利用において、自然環境が
有する多様な機能（生物の生息・生育の場の提供、良好な景観形成、気温上昇の抑制
等）を積極的に活用するグリーンインフラの取組を推進する。このため、社会資本整
備や土地利用におけるグリーンインフラの考え方や手法に関する検討を行うとともに、
多自然川づくり、緑の防潮堤及び延焼防止等の機能を有する公園緑地の整備等、様々
な分野において、グリーンインフラの取組を推進する。

H27.8
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宮川（岐阜県）

長良川（岐阜県）

施工中 ６ヶ月経過後

６年経過後施工直後

透水性のコンクリートを使用した連接ポーラスブロック

大型張りブロック
（保存したい樹木がある場合、それを避けてブロックを組んでも、周りとの連結で強度
を保てる仕組み）

ブロックを緑が覆い隠している。

生態系が復元されている。

（取組み事例）グリーンインフラの一環としての多自然川づくりの推進



河川砂防技術基準 維持管理編（河川編）（平成２３年５月策定、平成２７年３月改定）

第一章 総説
第二節 河川維持管理の基本方針
(5)河川環境の維持

＜考え方＞
･･･（中略）･･･
このため、河川維持管理にあたっても多自然川づくりを基本とし、･･･（以下、省略）。

第三章 河川維持管理目標
第五節 河川環境の整備と保全に係わる目標

＜考え方＞
河川整備計画の目標には河川環境の整備と保全に関する事項が定められている。また、河川環境管理基本計画が作成されている河川

では、河川の水量及び水質、河川空間などに関してより具体的な管理に関する記載がなされている。
･･･（中略）･･･
そのため、河川維持管理目標は、河川整備計画あるいは河川環境管理基本計画に定められた内容を踏まえ、河川環境が適正に整備あ
るいは保全されるよう設定する必要がある。
河川整備計画や河川環境管理基本計画により河川環境や河川利用に係わるゾーニング等の空間管理の具体的な目標が定められている

場合には、それに合致するよう河川が適正に利用されることが河川維持管理の目標となる。

47

河川の治水及び利水機能の増進によって、人々の生活領域、生産活動の拡大等を可能としてきた。
しかし、河川の流域は都市化の進展、生産活動が拡大したため、河川環境が著しく変化した。
昭和56年の答申『河川環境管理のあり方について』を受けた昭和58年6月の河川局長通達に基づ
き、適正な河川空間の管理を図るために、各水系で河川環境管理基本計画が策定された。
そして、平成18年7月『安全・安心が持続可能な河川管理のあり方について（提言）』を踏まえ
た、河川環境管理を進めている。
これまでに一級河川109水系、ニ級河川1443水系で策定されている。

S58.6取組み⑩：河川環境管理基本計画の策定
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（取組み事例）多摩川河川環境管理計画

多摩川では「多摩川河川環境管理計画」が昭和55年に策定（平成13年改訂）されています。

◆多摩川における機能空間区分の考え方と設定状況
１．多摩川の個性を生かすことを基調とし、地域社会からの各種要請に配慮して、
利用指向要請と保全指向要請と強さから５つのゾーニングを行った。

２．該当地区がどのような機能を果たすべきかに着目して、
沿川住民アンケートや沿川自治体ヒアリング調査等を踏まえて８つの機能空間に分割した。

S55策定、H13改訂
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（取組み事例）多摩川河川環境管理計画

ゾーニングのイメージ（多摩川上流部）

E D

E

S55策定、H13改訂

E D E
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■ 適用範囲
・都道府県等が管理する中小河川の維持管理全般について、河川環境の整備・保全・再
生を進めていく場合に適用
・中小河川：流域面積が概ね200km2未満

■ 概要
河川法の目的の一つである「河川環境の整備と保全」のためには、都道府県や政令市
が管理する中小河川の河川環境に配慮した維持管理が必要。
都道府県等が行っている中小河川の維持管理に関して、特に環境に配慮した取り組み

の情報を共有し、今後の河川の維持管理に役立てるために、取りまとめを行ったもので
ある。

■ 目次（本編）
Ⅰ.総説（目的、適用範囲、構成）
Ⅱ.中小河川の環境の特徴と維持管理上の課題
Ⅲ.維持管理のポイント（環境管理のニーズ、ポイント）
Ⅳ.河川環境に配慮した維持管理事例（堆積土砂撤去、樹木伐採）
Ⅴ.モニタリング事例
Ⅵ.市民や大学、企業などとの協力事例
Ⅶ.河川維持でできる小さな自然再生
Ⅷ.その他（河川協力団体、各都道府県等の独自マニュアル等）

Ｈ27.3通知,H28.3改訂取組み⑪：中小河川における環境に配慮した維持管理の考え方（案）
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テーマ：計画高水位以下の樹木を枝払い

ウッペン川（北海道旭川市）

施工前 施工後

ポイント：生息環境の配慮と縦断的な計画を創出

（取組み事例）樹木伐採の主な対策事例
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テーマ：河畔林の保全

女沢川（長野県千曲市）

施工前 施工後

ポイント：河畔林による水温上昇抑制、水生生物の餌を供給

（取組み事例）樹木伐採の主な対策事例
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外来種対策マニュアル・事例集

河川における外来種対策に向けて（案） H13.7
河川における外来種対策の考え方とその事例
－主な侵略的外来種とその事例－

H15.8

川の自然を見つめてみよう
－河川に侵入する外来種－

H16.3

川の自然を見つめてみよう
－河川の外来種図鑑－

H17.8

わかりやすい外来植物対策のてびき
－河川現場において－

H19.2

改訂版 河川における外来種対策の考え方と
その事例～主な侵略的外来種の影響と対策～

H23.2

誰でもわかる外来種対策～河川を事例として～ H24.2
河川における外来植物対策の手引き H25.12
河川における外来魚対策の事例集 H25.12

取組み⑫：河川における外来種対策マニュアル・事例集の発行 H25.12等
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H17.3

魚類等の遡上･降下環境の改善に携わる全国
各地の現場の河川管理者や設計者の方々向け
の技術的な手引き

第Ⅰ章 魚がのぼりやすい川づくりの意義
第Ⅱ章 河川横断施設の改善及び魚道整備に

おける基本理念
第Ⅲ章 魚がのぼりやすい川づくりの進め方

と事例
第Ⅳ章 遡上・降下環境の改善に併せて必要

な環境整備
第Ⅴ章 魚道の施工事例

魚道の改善事例（足水川第１砂防えん堤）

取組み⑬：魚がのぼりやすい川づくりの手引きの発行
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魚道の整備効果・遡上可能距離の変化（H5～H26）

4846.2km（86.9％）

4644.4km（83.3％）

3866.0km（69.4％）

3570.5km（64.1％）

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000

H26

H21

H14

H5

直轄区間本川延長

5574.3km

下記①～④の評価基準に一つでも該当する場合には、魚道を遡上できないと判断した
①下流端落差30cm以上ある場合、②土砂やゴミの堆積で完全に閉鎖している場合、
③魚道が破損し遡上に支障がある場合、④十分な流水が無い場合

※上記の結果は、表示年度ごとに調査を実施した結果である

取組み⑬：魚がのぼりやすい川づくりの手引きの発行 H17.3

km
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河川環境データベースにて、河川水辺の国勢調査結果を公開

平成24年度から「河川環境データベース」のWEB画面WEB-GISを用いた閲覧も可能
HPアドレス： http://mizukoku.nilim.go.jp/ksnkankyo/

河川環境情報図の作成
河川計画や設計・維持管理等に活用
学術的な研究に関する基礎的情報

H14取組み⑭：河川環境データベースの公開



• 「河川水辺の国勢調査」は、河川を環境という観点からとらえた定期的、継続
的、統一的な河川に関する基礎情報の収集整備のための調査です。

• 主に全国１０９の一級水系の直轄区間の河川（河川版）及び直轄・水資源機構
管理のダム（ダム湖版）を対象としています。

• 平成２年度から５年で一巡する調査を開始し、平成27年度で5巡目調査が完了、
平成28年度から6巡目調査を実施しています。

河川環境基図
作成調査（5年に1回）

魚類調査
（5年に1回）

底生動物調査
（5年に1回）

両生類・爬虫類・哺
乳類調査 （10年に1回）

河川空間利用
実態調査 （3年に1回）

植物調査
（10年に1回）

鳥類調査
（10年に1回）

陸上昆虫類等調査
（10年に1回）
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1巡目調査：H2～H7 

2巡目調査：H8～H12 

3巡目調査：H13～H17

4巡目調査：H18～H22

5巡目調査：H23～H27

6巡目調査：H28～H32現在

H14取組み⑭：河川環境データベースの公開
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河川環境情報図による河道計画への活用例（五ヶ瀬川水系北川）

（取組み事例）河川水辺の国勢調査結果の活用

河川水辺の国勢調査結果等を活用して河川環境情報図を作成し、
改修に際し保全すべき場所や重要性の把握、改修後の環境予測などに活用しました。
従来、河川環境を示す生物情報などはリスト情報でしたが、位置情報を含めたこのような
河川環境情報図を作成し河道設計に用いたのは、北川が最初の事例です。

河川環境と改修内容
従来の環境と改修内容を重ね合わせ、保全
すべき場や影響を最小限にすべき場などと
改変との関連を見る。

河川環境情報図の作成フロー

出典：（財）リバーフロント整備センター（2005）「豊かな自然・人と川との共生治水と環境の両立を目指した川づくり―北川河川激甚災害対策特別緊急事業の報告―」
国土交通省九州地方整備局・宮崎県土木部河川課.を元に作成

資料収集

航空写真、植生図
等による河川環境
の特徴の整理

生物群集の特徴の
整理

環境区分（案）の作成

注目種等による河川環境の
特徴の整理

河川環境情報図の作成

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

この図には重要種の位置情報が含まれるため、
生物保全の観点から公表資料では表示していません。
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五ヶ瀬川における河道計画への活用例

（取組み事例）河川水辺の国勢調査結果の活用

この図には重要種の位置情報が含まれるため、
生物保全の観点から公表資料では表示していません。
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信濃川における樹木管理への活用

（取組み事例）河川水辺の国勢調査結果の活用
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取組み⑮：河川生態ナレッジデータベースの公開

河川生態ナレッジデータベース
河川生態系への影響に関する情報について、これまで個別河川で実施された河
川生態に関する学術研究及び関連学会での研究、他河川での検討成果等を一元
的に集約、処理し情報提供することを目指して設立しています。

基本メニュー
〇河川事業のインパクト・
レスポンスに関する情報
〇河川用語解説
〇河川事業に関する事例・
調査データ

H24.10

出典：河川生態ナレッジデータベース
（http://kasenseitai.nilim.go.jp/index.php/河川生態ナレッジデータベース）
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取組み⑯：河川生態学術研究会

河川生態学術研究会
生物学・生態学の各分野や河川工学の分野の研究者と国土技術政策総合研究所、
土木研究所の研究者などが連携して、生態学的な観点より河川を理解し、
川のあるべき姿を探ることを目的として研究を実施しています。

H7

【実施体制】
河川生態学術研究会

調査計画の企画・方針の決定
研究成果の総合分析及び評価

調査・研究の実施に対する検討
個別調査の実施

河川別研究グループ

十勝川
研究グループ

標津川
研究グループ

岩木川
研究グループ

2012年～ 2003～2011年
多摩川

研究グループ

2013年～

河川総合
研究グループ

木津川
研究グループ

菊池川
研究グループ

五ケ瀬川水系
研究グループ

千曲川
研究グループ

河川生態学術研究委員会

2006～2011年

斐伊川
研究グループ

1995～2013年

1998～2009年

1995～2013年、2016年～2014年～ 1998年～2012年

1998年～
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（取組み事例）多摩川河川生態学術研究会

多摩川河川生態学術研究会

H7～17,H19～H25


